
固定資産税
今年は３年に一度の評価替え

　固定資産（土地・家屋）の評価額は、３年に一度
見直すことが法律で定められています。今年はそ
の「評価替え」の年です。

財務部税務室（☎84－5010）

　固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）に固定資
産（土地・家屋・償却資産）を所有している人が、その
資産価値に応じて納める税です。土地と家屋にかか
る固定資産税は、国が定めた固定資産評価基準に
よって評価した価格（「評価額」といいます）をもと
に課税されます。平成27年度は３年に一度の評価替
えの年に当たりますので、土地や家屋について評価
の見直しを行います。

　土地（宅地）の評価は、平成６年度の評価替えから
公的な土地評価間のバランスを確保するため、地価
公示価格等の７割を目途に行われるようになりま
した。そのため、宅地の評価額が大きく上昇するこ
とになりましたが、税負担については急激に増加し
ないよう調整措置がとられています。

　評価額をもとに課税標準額を算定し税額を決定
しますが、前年度課税標準額が評価額のどの程度ま
で到達しているか（「負担水準」といいます）により、
負担調整措置がとられています。
　これは宅地のうち負担水準の高い土地の税負担
を抑制しつつ、負担水準の低い土地はなだらかに税

負担を上昇させ、負担水準の均衡化を図るための調
整措置です。そのため、評価額が下がっても前年度
課税標準額との間に開きがある場合は、固定資産税
額が増える場合があります。

　住宅やアパートなど、居住用の家屋の敷地（家屋
の床面積の10倍を越える部分を除く）は、面積の広
さによって、「小規模住宅用地」と「一般住宅用地」に
分けて特例措置が適用され、税額が軽減されます。
◆�小規模住宅用地（200㎡まで）…200㎡以下の住宅
用地（200㎡を超える場合は住宅１戸当たり200㎡
までの部分）のことです。「小規模住宅用地」の課
税標準額は、評価額の６分の１の額とする特例措
置があります。

◆�一般住宅用地…「小規模住宅用地」以外の住宅用
地のことです。例えば、300㎡の住宅用地（１戸建
住宅の敷地）であれば、200㎡分が「小規模住宅
用地」で、残りの100㎡分が「一般住宅用地」とな
ります。「一般住宅用地」の課税標準額は、評価額
の３分の１の額とする特例措置があります。

土地

負担水準に応じた特例措置があります

土地の評価について

固定資産税の評価と課税の仕組み

住宅用地は税額が軽減されます
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　住宅を建てたり、取り壊したりした場合など、住
宅に関する土地の利用状況に異動があった場合は、
財務部税務室へ届け出をしてください。

　家屋の評価は、前回評価替え以降の建築物価の動
向から家屋評価基準が見直されます。また、建築後
の年数経過により減価され、３割程度の家屋（主に
平成２年以降建築の木造住宅）については、評価額
が下がります。その他の家屋の評価額は、既に建築
後の年数経過による減価等により最低となってい
る場合が多いため、変わりがありません。

　一定の要件（床面積等）を満たす新築住宅は、次の
とおり固定資産税（都市計画税は適用されません）
が一定期間減額されます。
減�額する税額　居住する部分の120㎡までに相当す
る額を２分の１に減額

減額する期間
▷�一般の住宅…新築後３年度分（長期優良住宅は新
築後５年度分）
▷�３階建以上の中高層耐火構造住宅…新築後５年
度分（長期優良住宅は新築後７年度分）

　未登記家屋で、売買、贈与などにより所有者に変
更があった場合は、「家屋補充課税台帳所有者変更
届」を財務部税務室へ提出してください。なお、登記
済みの家屋について、法務局で登記の所有者変更を
行った場合は、届け出は不要です。

　毎年１月１日に建っている家屋に固定資産税が
課税されます。家屋が建っているかどうかの現地調
査を計画的に行っていますが、垣根や塀などで確認
できないこともあります。建物を取り壊された場合
は、すぐに「建物取り壊し届」を財務部税務室へ提出
してください。
　なお、登記済みの家屋について、法務局で建物の
滅失登記を行った場合は、届け出は不要です。

　都市計画税は、都市計画区域内に所在する土地と
家屋に課税され、その区域に行われる都市計画事業
に要する費用に充てるための目的税です。

家屋

都市計画税

固定資産税　評価替えＱ＆Ａ
　また、３階建以上の中高層耐火構造住宅等で、一
定の要件を満たすときは、新たに固定資産税が課
税されることとなった年度から５年度分に限り、
税額が２分の１に減額されます。
　これらの減額措置が受けられるのは専用住宅や
併用住宅で、新築時期によって床面積の要件が異
なります。また、減額の対象となるのは、新築され
た住宅用の家屋のうち、住居として用いられてい
る部分（居住部分）だけであり、併用住宅での店舗
部分や事務所部分は減額の対象にはなりません。
　なお、住居として用いられる部分の床面積が120
㎡までのものはその全部が減額の対象に、120㎡
を超えるものは120㎡分に相当する部分が減額の
対象になります。

　平成23年８月に住宅を新築しましたが、
平成27年度分から固定資産税の額が急に高
くなりました。どうしてですか。

　新築の一般の住宅には、３年間の固定資
産税の減額措置が設けられています。一定
の要件を満たすときは、新たに固定資産税
が課税されることとなった年度から３年度
分に限り、税額が２分の１に減額されます。
　したがって、平成24年度分から平成26年
度分までは、税額が２分の１に減額されて
いたわけです。

Ｑ.

A.

住宅用地に異動があったときは届け出を

３割程度の家屋は評価額が下がります

所有者が変わった場合は届け出を

新築住宅の税額は一定期間軽減されます

建物取り壊し届は忘れずに
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　固定資産税は1.4％、都市計画税は0.3％の税率で
課税されます。
　固定資産税　　課税標準額×1.4％＝税額
　都市計画税　　課税標準額×0.3％＝税額

　平成21年度より、重要伝統的建造物の決定を受け
ている家屋の敷地（家屋の１階床面積の1.2倍まで）
は、固定資産税の税率を0.98％としています。これ
は重要伝統的建造物群保存地区の歴史的環境の保
全に資するため、税負担の軽減を図るものです。

　土地・家屋価格等縦覧帳簿により、自己が所有す
る土地や家屋の評価額と他の土地や家屋の評価額
とを比較し確認することができます。
と�　き　４月１日（水）～ 30日（木）（土・日曜日、祝
日を除く開庁時間内に限ります）

ところ　財務部税務室
対�象者　市内にある土地または家屋にかかる固定
資産税の納税義務者（土地の所有者は土地、家屋
の所有者は家屋の縦覧に限ります）

縦覧手数料　無料
※台帳の複写、写真撮影などはできません。
縦�覧に必要なもの　運転免許証など本人確認がで
きるもの

　固定資産課税台帳により、自己が所有する土地や
家屋の所在地や評価額、合計税額などが閲覧できま
す。
と�　き　土・日曜日、祝日を除く通年（開庁時間内に
限ります）

と�ころ　財務部税務室、市民文化部関支所地域サー
ビス室

対�象者　納税義務者や借地・借家人など（申請人に
かかわる固定資産に限ります）

閲�覧手数料　４月１日（水）～ 30日（木）は無料（複
写する場合は１枚につき10円）

※この期間以外は有料です。
閲�覧に必要なもの　運転免許証など本人確認がで
きるもの

※�借地・借家人の場合は、借地・借家に関する契約書
など

　固定資産税・都市計画税の納税通知書に課税明
細書が添付されます。これは、納税者に課税内容を
知っていただくとともに、課税の誤りを防止するた
めのものです。

税率と税額

情報公開

　一方、建築年次の古い家屋については、過去に建
築費の上昇が続く中、評価額が据え置かれていた
こともあって、近年の建築資材価格等の下落を加
味した評価額であっても、以前から据え置かれて
いる価額を下回るまでには至らず、評価額が下が
らないといった場合があります。

　家屋は年々老朽化していくのに、評価額
が下がらないのはどうしてですか。

　家屋の評価額は、評価の対象となった家
屋と同一のものを評価の時点においてそ
の場所に新築するものとした場合に必要
とされる建築費に、建築後の年数の経過に
よって生ずる損耗の状況による減価等を
あらわした経年減点補正率を乗じて求め
られます。
　ただし、その価額が前年度の価額を超え
る場合は、通常、前年度の価額に据え置か
れます。家屋の建築費は、平成５年頃からそ
れまで続いていた上昇傾向が沈静化し、以
後は建築資材価格等が下落傾向を示して
います。
　このようなことから、比較的建築年次の
新しい家屋については、評価替えごとにそ
の価額が下落しています。

Ｑ.

A.

固定資産税・都市計画税の税率

閲覧制度

重要伝統的建造物群保存地区における特例

課税明細書

縦覧制度
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